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は じ め に
　国家禁毒委員会辦公室（2020）が公表した「2019 年中国毒品形勢報告」によると、2019 年の
一年間で薬物犯罪が 8.3 万件発生し、容疑者として 11.3 万人が逮捕されたという。また、この一




































かわりに関する研究（農 2002、李 2005 など）、人民共和国の成立初期の頃のアヘン問題の研究
（馬・鞠 1997、肖・位 2018 など）、中国の薬物を犯罪として刑法などの視点からとらえた研究
（趙・李 1993）、「黄金の三角地帯」や「黄金の三日月地帯」における薬物問題に関する研究










































ン吸煙者は 12 万 3,564 人で、この人数は省府内の 8 分の 1 を占めていた（蘇 1997：377）。
⑵　新政府成立後のアヘンとの闘い
　新政府が誕生した 1949 年、当時の中国社会にはアヘン吸煙者や麻薬中毒者が 2,000 万人以上、
アヘンなどの麻薬の製造や販売にかかわっている者が 30 万人以上いた。また、罌粟の栽培面積
は全国で 100 万ヘクタール以上に達していた（趙・李 1993：26）。この 100 万ヘクタールは、東
京ドームで換算すると約 21 個分の規模になる。
　新政府誕生間もない 1950 年 2 月、中央人民政府は「アヘン毒の吸煙を厳しく禁止することに
関する訓令」（以下、「訓令」）を出した。この「訓令」は、全国に向けてアヘンなどの薬物を撲
滅することに立ち向かう宣言になった。「訓令」は 8 項目からなり、第 2 項において、各行政レ















方でのアヘン禁止運動に力を入れたと考えられる。1952 年 2 月には東北人民政府が「アヘン毒
およびその他の薬物を吸煙することを厳しく禁止することに関する命令」を出し、東北地方のア
ヘン吸煙（2）を厳しく取り締まる姿勢を重ねて示した。
　1950 年 9 月には内務部が「アヘン毒を厳しく禁止する業務を徹底的に実行することに関する
指示」を出した。これを受け、公安機関が取り締まりを強化し、アヘンの製造や販売にかかわっ
ていた 8 万人を逮捕するなどし、具体的な成果もみえるようになってきた。しかし、この 2 回に
わたる「訓令」や指示の後も、国境沿いの地域や少数民族が暮らす一部地域では、まだ完全にア
ヘン毒を根絶できる状況にはなかった（趙・李 1993：27）という。




販（販売の禁止）、禁吸（吸煙の禁止）を掲げ、1952 年 8 月 10 日から 50 日間にわたり、全国の
1,202 ヵ所の薬物撲滅重点地域において、徹底した撲滅運動に取り組んだ。その結果、薬物犯罪
者 37 万人近くを取り調べ、8 万 2,056 人を逮捕するに至った。この全国規模の薬物撲滅運動で薬
物犯罪者を取り締まると同時に、各地において薬物防止に関する宣伝活動にも力を入れた。実





人民政府（4）に属していた。当時の華北人民政府は、新政府成立前の 1949 年 7 月に蔓延している
アヘンを根絶し、人々の健康を守ることを目的に「華北区アヘン麻薬撲滅暫定試行方法」を定め




た。7-12 月にかけ 475 人を受け入れ、445 人が薬物を断つことができたという。同時期、天津市
では市内の薬物中毒者の登録作業もすすめていた。1950 年の市内の薬物登録者は 1,438 人で、そ












では 3,086 人の薬物犯罪主犯、常習犯などを逮捕し、その内、半分以上の 1,764 人に対しては、






































くことになる。1982 年には薬物乱用者は数百人であったが、麻薬撲滅宣言から 40 年後の 1993
年には薬物乱用者が 25 万人に達していた。また、2 年後の 1995 年には倍以上増え、薬物使用者
















三角地帯」でのアヘン生産量は 1,435 トンで、世界のアヘン市場の 30％を占めていたという。そ
れが 2007 年には、この地域での罌粟の栽培は 472 トン、世界のアヘン市場の 5％にまで減少し
た。しかしその後、2000 年代に入り「黄金の三角地帯」は、覚せい剤などの合成麻薬の生産拠






　国境沿いでの薬物犯罪の隆盛は、この地域の治安にもかかわることから、2011 年 10 月に「中
国、ラオス、ミャンマー、タイ、メコン川流域の安全を合同協議で執り行なう共同声明」を発表
し、同年 12 月から中国、ラオス、ミャンマー、タイの 4 か国が合同でパトロール艇を出しメコ







道』）。2019 年 1 月には、77 回目となる合同パトロールを展開した。2011 年からこれまでに 4 か
国が 654 隻のパトロール艇をメコン川流域に出船し、国境警備隊 12,297 人がかかわり、582.28






　この 「黄金の三日月地帯」 とは、 パキスタン、 アフガニスタン、 イランに囲まれた場所を指す。









場” （趙・鄭 2016：92） が形成されているという。欧 （2009：9） は、 自治区の薬物問題をとらえ
る際、かつての流通の中継地点としてではなく、生産 + 流通 + 消費型に移り変わっていること
を注意する必要があると指摘している。実際、 自治区内の薬物使用者数は増え、 2012 年の時点で
は 4 万人ほどであったが、2016 年には 8 万人以上に達している。2012 年以降、毎年約 1 万人増
えていることがわかる （表 1）。しかし、 この薬物使用者は氷山の一角であるという。実際には、 



















2003 年2） 2012 年 2013 年 2014 年 2016 年
薬物使用者1） 22,672 41,000 54,000 61,000 80,000 以上
注）1）登録している薬物使用者を指す。





















　中国国内の薬物使用者は増えつづけ、2017 年にはこれまでで最も多い 255 万 3,000 人に達し
た。2020 年 6 月に公表された「2019 年中国毒品形勢報告」では、中国には薬物使用者が 214 万




には統計には表れていない未登録の薬物使用者が 1000 万人以上いる、と伝えている（『THE 
EPOCH TIMES』）。
　2019 年の薬物使用者を年齢構成別にみると、18 歳以下が 7,151 人（0.3％）、18-35 歳が 104 万
5,000 人（48.7％）、35 歳以上が 109 万 5,000 人（51％）であった。報告では、回復後、3 年未満
でふたたび薬物を使用した者が 253 万 3,000 人にのぼっていることも明らかにしている。この人
数は、登録している薬物使用者の人数を上回っている。また、新たに薬物に手を染めた者は 22
万 3,000 人で、その内、60 歳以上の薬物使用（10）が増えていることも明かしている。




























2010 154 万 5,000
2015 234 万 5,000
2016 250 万 5,000
2017 255 万 3,000
2018 240 万 4,000



































　1979 年に成立した刑法はその後、10 回にわたり改正される。2017 年改正刑法において薬物犯
罪は、社会の管理や秩序を妨害する罪（第 6 章第 7 節）に位置づけられ、薬物の密輸、販売、運
城西現代政策研究 第14巻 第１号12
輸、製造（第 347 条）、違法な所持（第 348 条）、犯罪構成員の隠匿（第 349 条）、違法な栽培
（第 351 条）などがそれぞれ、犯罪行為として刑事処罰の対象と定められた。2017 年改正刑法で
は、1,000 グラム以上のアヘンを密輸、販売、輸送、製造した場合は、15 年以上の懲役または無
期懲役、死刑、財産の没収を併科すると規定している。また、違法な薬物を保持した場合、アヘ




　薬物使用者の増加、並びに薬物犯罪が横行するなか、2007 年 12 月に「薬物禁止法」（2008 年
6 月 1 日施行、以下「禁止法」）が制定された。この「禁止法」は、中国において薬物規制に関
する初めての専門的な法律で、第 7 章第 71 条から構成される。「禁止法」では、薬物の怖さを伝
える教育を徹底すること（第 11-18 条）や薬物中毒患者への対応を制度化すること（第 31-52 条）
に加えて、薬物禁止を国際的な協力のもとでさらに強化してすすめていくこと（第 53-58 条）
や、薬物犯罪の取り締まりを厳格に行なうことなどについても定めている。この法では、薬物犯























罰の対象ではなく、「治安管理処罰法」において行政罰として 10 日以上 15 日以下の拘留、また






































の研究に取り組んでいる劉志民（2012）によると、1997 年に国内で MDMA が登場し、2000 年











になっている。2018 年 1 月、貴州省では家庭や学校、講習所などを含む 10 の場所で、薬物の恐
ろしさについて学ぶ活動を展開した。貴州省ではこれまでにも、省内の学校に薬物教育拠点を設
置し、積極的に薬物防止教育に取り組んできた。その背景には、省内の深刻な薬物汚染を挙げる
ことができる。貴州省では 2017 年、薬物がらみの事件が 8,185 件発生し、1 年間のうち、薬物犯





















　6 月 26 日は「国際薬物乱用・不正取引防止デー」である。これは 1987 年の国連決議に基づき
定められ、翌年の 1988 年 6 月 26 日からはじまった。中国国内においても、毎年さまざまな取り






































（ 1 ） 中央人民政府のこの方針は、人民解放軍の創設者の一人である朱徳や劉少奇によって打ち出され
た。当時、日本軍との戦いに勝利した中国国民党と中国共産党は、東北地方の重要性を指摘してい
た。特に、中国共産党にとって東北地方は、当時の国内の解放地域をより安定させるための戦略的地
域でもあった（王 2003：53）という。劉少奇は 1945 年 8 月 20 日、当時の中国共産党中央にすみや
かに東北地方を勝ち取る必要性があることを説明し、9 月 14 日の政治局臨時会議において、この方
針を確定した（桑 2006：229）という。




20 片、場所によっては一日に 3 片配布していたことを挙げている。満州国政府とアヘンのかかわり
に関する研究は、李（2005）や農（2002）、抗日期のアヘン管理政策に関する研究は内田（1995）を
参照。
（ 3 ） 三反五反運動は、1951 年 11 月から 52 年 8 月にかけて繰り広げられた政治運動を指す。当初、官
僚主義、汚職、浪費の三害に反対する三反としてはじまった。1951 年 10 月の人民政治協商会議第 1
麻薬撲滅宣言からふたたび 17
回全国委員会第 3 次会議において毛沢東が呼びかけ、同年 12 月より全国において展開されるように




（ 4 ） 6 大行政区（東北、華北、西北、華東、中南、西南）のうちの一つ。大行政区は省、自治区、直轄
市の上に設けられた最高レベルの行政区各単位を指す（天児・石原・朱 1999：682）。華北人民政府




けた。華北人民政府は「法治」を実行した政府（劉 2006：29）として、また 1949 年に成立する中央
人民政府の組織づくりの基礎（喩 2008：23）を支えた政府として、高い評価を得ている。しかし、
長期にわたり、華北人民政府の研究は学術界において乏しいものであった（劉 2006：29）という。
（ 5 ） 本文において後に述べるが、中国において体系的な刑法典が成立したのは 1979 年のことである。
それ以前は、反革命処罰条例（1951）や汚職処罰条例（1952）など、部分的な刑法にとどまっていた
（天児・石原・朱 1999：250-251）。
（ 6 ） 肖・位（2018：102）は、1953 年に周恩来が世界に向けて行なった麻薬との決別を成し遂げた宣言
について、中国人民に対して行なった一種の政治宣言であった、との解釈を示している。
（ 7 ） 「黄金の三角地帯」におけるアヘンの生産は一年間で 3000 トン前後あり、世界のアヘン総生産量の
70％を占めていた時期もあったという（『北崙新聞網』）。
（ 8 ） アフガニスタンのアヘン生産量は、2001-2010 年の間に 39 倍増加したという。また、アフガニス
タンでは年平均 10 万人が薬物中毒で命を落としている（張 2018：14）という。杜・梅・郭（2009：
201）は、「黄金の三日月地帯」における薬物問題の解決を握るのは、アフガニスタンであると指摘し
ている。
（ 9 ） 趙安暁宇・陳（2018：33）は、「黄金の三日月地帯」の薬物が、新疆ウイグル自治区のウルムチや
カシュガルを経由して国内、および世界に流通していることに注目し、自治区に薬物の流通拠点が形
成されていると指摘している。
（10） 新たに薬物に手を染めた 22 万 3,000 人のうち、60 歳以上が前年よりも増加している理由について、








（13） 行政罰の種類は、中華人民共和国行政処罰法（1996 年 3 月 17 日成立、同年 10 月 1 日施行、2009
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 In 1953, China declared to the world that it had eradicated the use of opiates and other narcotics 
However, drug use has once again become widespread. What is the causes of his?
 In this article, the author explains the process of China’s efforts to enforce the eradication  of drugs 
such as opium, since the Communist Party of China （CCP） came to power and measures that are being 
taken to prevent the use and spread of illegal drugs within the country.
 It was found that the drug problem resurfaced and spread in China, even after it declared they were 
eradicated 1953. This was mainly due to an influx of from neighboring countries, in particular from the 
world’s leading drug production and cultivation areas such as the Golden Triangle and Golden Crescent, 
both which border China. In response, the CCP introduced harsher penalties to stem the flow of drugs, 
and strengthened existing the system of severe punishment. Meanwhile, other countries began reviewing 
drug policy due to a deadlock on the war against drugs.
 However, recently, there has also been a move toward treatment of addicts within newly affected 
areas within China. And, in light of the spread of new types of drugs, the aging of the population, and 
changes in the form of sales, among other things, there is a movement by the CCP to review its current 
policy of harsh penalties
 The drug problem in China today has become more complicated due to its geographical position. 
Along with domestic measures of containment, coordinated crackdowns with neighboring countries will 
be important in mitigating the issue in the future.
Keywords:  The People’s War on Drugs, “Golden Triangle”, “Golden Crescent”, cooperation with 
neighboring countries, crackdown on drug crimes, community-based dependence treatment, 
drug prevention and education
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